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はじめに

昨年（2004年）のインドネシアは，新たな政治の流れが生
じることとなった。これはとりもなおさず，4月の総選挙，7

月の史上初となる大統領直接選挙，そして 9月には大統領選挙
の決戦投票（7月大統領選の結果を受けて上位 2組による正副
大統領選挙）によって立証されたといえる。

1998年のスハルト政権崩壊後，様々な民主化の潮流が示さ
れてきた。今回の大統領選挙は，初めての 1億 5, 000万人の有
権者による国家元首としての大統領を選出する公選が行われた
ことと，4月の総選挙の準備から新大統領選出までのプロセス
を完成させたという意味でも極めて歴史的である。それは，イ
ンドネシアの変貌を意味し，それが不可避である状況が国内的
にも国際的にも生じていることの証左である。
この激動の年であった 2004年ではあるが，国民は何を求め

てきたのか。そして，その結果どのような政権が樹立されたの
か。その背景にはどのようなものが存在しているのか。さらに
は，新政権は今後いかなる針路をとろうとしているのか。
このような視座にたって，政治のみならず経済をもふくめて，

インドネシアが現在置かれている国際的環境等にもふれながら
考察を試みんとするのが本稿の主たる問題関心である。
昨年 9月に新大統領となったスシロ・バンバン・ユドヨノ

（Susilo Bambang Yudhoyono：以下，ユドヨノ）であるが，
その当選は国民が彼に何を求めた結果であったのであろうか。

2001 年に大統領に就任したメガワティ・スカルノプトリ
（Megawati Soekarnoputri：以下，メガワティ）は，就任当初
の絶大な国民的人気を背景としてきたが，何故に国民を失望さ
せることになったのか。2001年 7月の就任後，拙稿において
その期待，問題点を列挙した（1）。
インドネシア第 5代大統領に就任したメガワティであるが，

就任後 1年経過した時点で就任当初の様々な期待と不安はいか
なる状況にあったのか。より具体的にいうならば，それはその
不安視された政治手腕やスハルト元大統領時代から隠然たる影
響力を有していた国軍（TNI）との関係においてそのリーダー
シップは発揮できたのか否か，いかなる将来が期待できるのか
方向性という視点から考察したものである。
本稿においては，メガワティ政権の終焉からユドヨノ政権の

登場の年であった 2004年の変化の時点から触れていく。
第二には，2004年の総選挙，大統領選挙が，今後インドネ

シア経済がどのような針路をとり，いかなる国際関係を構築し

ていくことが考えられるかについてふれてみたい。具体的には，
ASEAN域内の経済協力などへの波及についてである。それは，
ASEAN地域の地域統合のほか，FTAをはじめとした各国間
における経済統合のありようについてと言い換えることができ
るかもしれない。これまでにも国際機関やいわゆる先進国を通
じての発展途上国の経済発展の推進という潮流はあったが，今
現在求められているのは，世界的統合ともいうべきグローバリ
ズムの潮流のなかで ASEAN各国はいかにしてその存在の確立
を実現するのかという命題であるといえる。
この世界的統合への道程は，FTAなどを積み重ねることに

実現されて行くと考えられる。それはまた，地域統合への協力
的ステップの実践過程を経てその可能性を模索する動きである
とも言える。つまり，本稿でふれていくのは，そのステップの
実践過程を達成するファクターを洗い出すことによりその道程
の流れの模索を主とするものでもある。
第三に強調したいのは，第二の論点である地域統合が何の変

化として求められているのか，周辺諸国はどのような関係を構
築していこうとしているのか，そして，それはとりもなおさず，
東南アジア，ひいては東アジアの将来といった視点からはどの
ような側面が垣間見られうるのか否かという点である。

1. メガワティ政権の終焉からユドヨノ新政権の
登場へ

メガワティは，初代スカルノ大統領の長女という面も大きく
影響してか，その政治的手腕よりも「庶民の味方」として，就
任当初（2001年 7月）は絶大なる国民的人気を有していた。
それが，その後の経済再建への大きな期待を結果的に遂行する
ことができず，それに伴い失業増大，密輸などといった違法経
済活動がばっこするところとなった。そして，就任当初から期
待されていた KKN（汚職，癒着，縁故主義）の一掃という至
上命題の遂行点においても前進をみるどころかますます汚職を
蔓延させることとなった。

2004年は，総選挙，大統領選挙と，いわば「選挙の年」で
あり，レジームも変化した年でもあった。そこで，同年 10月
に第 6代インドネシア大統領に就任したユドヨノ選出に関する
インドネシアの状況について少しく垣間みたい。
本章においては，2004年 10月に誕生したばかりのインドネ

シアのユドヨノ新政権について，その新内閣の展望，国会，国
軍（TNI）という視点においてそれぞれの問題についてみてみ
ることにする。それは，ポスト・スハルトのインドネシアを占
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うひとつの試金石になりうると考えるがゆえである。
ユドヨノ大統領は，2004年 10月 20日 23時 40分（西部時

間），「統一インドネシア内閣」について公表した。ユドヨノは，
全閣僚が支持を受ける必要はないとしながら，今後 5年間の状
況がよくなることを目指すと語った（2）。
まず，新ユドヨノ政権は，この汚職防止をはじめ，経済成長

をいかに実現していくかという問題が大きな課題として取上げ
られてくる。
従前から KKNとして問題視されていたのであるが，政権発

足後，早速にこの課題へのアクションを起こした。
ユドヨノ新大統領は，10月 26日，就任後初めて最高検察庁

を訪れた。そして，アブドゥル・ラフマン・サレー検事総長以
下の検察トップ陣を前にして，汚職の摘発を強化することが，
緊急かつ最大の政治課題であることを強調し，検察当局の全力
傾注を要求した。
「汚職に対する捜査や取調べが中途で足踏みし，立件に至ら
ないことに国民の不満，と言うよりは憤慨が高まっていること，
また汚職はもとより，企業に対する違法な課徴金なども含めて，
インドネシアはアウトローの国と国際的に低評価され，それが
投資振興の大きい妨げとなっている事実を冷静に捉えて，あら
ゆる障害を打破して，これら社会の不正を撲滅しなければなら
ず，検察はその第一線に立っている」と大統領は叱咤激励した。
大統領はこのあと，国警本部を訪れ，国警長官以下の幹部に

対面して，同様の訓示を行う予定で，汚職・不正の撲滅に本腰
を入れるユドヨノ大統領の第一歩が踏み出された（3）。
第二は，国会との関係である。
改正された現行憲法の下では，直接選挙で選ばれた大統領は

任期中に国会によって罷免されることはない。また，国会
（DPR）との関係においてそのチェック機能に問題が生じると
はいえ，他方，国会も責任面において決して強い機関ではない
という側面も否めない。
総選挙委員会（KPU）は，国民に対する投票教育というポイ

ントが十分でなかったという事実もあった。また，加えて，第
一に有権者登録に問題があったこと，第二に特に地方において
は選挙委員会委員と地方議員との癒着により選挙違反等への行
政処分が滞ることがあったこともあげられてきている。選挙監
視委員会は，600件余りの選挙違反を摘発するなど成果を挙げ
たとしている。
特に，今回の大統領直接選挙を通して，新しい政治システム

を形成しつつあるという実感を国民が持つに至った。他方，ひ
とつの側面として大統領選挙は元首としての大統領を選ぶ選挙
という事実ではあるが，元首を選出するという色彩よりはあく
までも公僕としての大統領を選出する選挙であるという考え方
へ変わることの必要を強調してきたのもひとつの特徴である。
ユドヨノ新政権の時代となった現在であるが，正直なところ，

ドラスティックな改革ができる環境にはまだほど遠いといえな
くもない。しかし，種々山積する様々な問題をひとつづつ解決
していくほかはないというのが現在，衆目の一致するところで
あることは否めない事実である（4）。
第三には，国軍（TNI）との関係性についてである。
ユドヨノ新大統領が国軍出身ということもこれあり，国軍出

身者が閣僚として入閣している。
この国軍と政府の関係についてはいかなる動向が考えられる

のか。
政府と国軍の動向という視点においては，国軍人事をめぐり

早くも摩擦が生じてきている。

インドネシアの国軍司令官人事をめぐり，ユドヨノ新大統領
と反ユドヨノ派が過半数を占める国会との間で，早くも摩擦が
生じている。メガワティ前大統領が承認し，国会が手続きを進
めていたエンドリアルトノ・スタルト司令官（以下スタルト）
の辞任について，新大統領が突然に撤回を表明したからである。
第 1党ゴルカル党やメガワティ氏の闘争民主党などでつくる

野党勢力の政党連合は，「一方的」「国会軽視」などとして反発，
新大統領の喚問を求める動きも出ている。

55歳の定年を過ぎているスタルトは 2004年 9月末，「軍内
の世代交代」を理由に辞表を提出し，メガワティ氏がこれを承
認していたが，2004年 10月に入ってリャミザルド陸軍参謀長
を後任に指名して国会に同意を求めている（5）。
従前から問題として浮上していた国軍とのありかたをはじ

め，大統領と国会，KKNなどとの従来的関係の一掃を国民が
求めていることはいうまでもないが，この種の問題解決にむけ
ての大統領の今後の手腕が問われてくる。また，その政治的ス
タンスが，どのようになっていくのかについては，その外的要
因ともいうべき事柄を，次章以降でみていきたいと思う。

2. 東アジア諸国・地域との地域統合

日本は，1990年代後半まではどちらかといえば地域統合に
関しては積極的とはいえず，多角的貿易主義を標榜してきた。
それに，変化の兆しをみせたのは 1999年以降である。その年
の通商白書においては地域統合を積極的に捉え，翌 2000年の
それでは FTAが保護主義としての色彩ばかりにとどまらない
ものであるとの認識を示すに至った。
農業自由化という観点からは根強い反対はあるが，WTOを

補完するための機能として FTAを前向きに捉えているのが近
年の我が国のスタンスである（6）。
本章においては，東アジア諸国・地域との地域統合に関連し

ていかなる問題が生じてきているのか，ASEAN諸国の現状は
どうなっているのか，そしてまた，地域統合の協力的なステッ
プ過程から生まれる可能性の模索についてふれる。つまり，本
稿では，ステップと過程を達成するためのファクターを洗い出
すことによりその流れを模索することを主とするとした冒頭の
記述に沿って展開することになる。

ASEAN地域においては，その政治的，経済的，文化的な相
違からも統合という概念にはなじまないとも考えられてきた。
また，カンボジア，ベトナムなどのインドシナ諸国はその外的
干渉の歴史から逃れられないというとする概念から脱却して新
しい道を歩き始めたばかりとも言える。これは，国際的紛争の
舞台にもなってきたという点からも記憶に新しいところであ
る。それが現実的な問題になっているなかで，地域統合の潮流
にのっているとはいえ，各国の考え方の相違からもたらされる
主導権の争いをはじめ，それをとりまく課題が多いことは否め
ない事実でもある。しかし，統合への構想の潮流は，経済協力
を模索していく歴史的な過程でもあり，漸進的にもせよ，それ
はその将来的方向性をみる上で看過できない事実でもある（7）。
そこで，ここでは，最近の潮流についての報道からみてみる

ことにする。
ASEAN筋によると，「東アジア」の枠組みで ASEANの影

響力が薄れることへの懸念もあり，今後，プラス 3の高官レベ
ルで東アジア共同体や同首脳会議の理念や目的など共通の認識
づくりを目指し，議論を進めている。
中国の李肇星外相は，会議後記者団に「2005 年の初回は

ASEANで，2回目は 07年に開催されると考えている」と述べ
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た。ASEAN筋によると，中国はASEANプラス 3の枠組みの結成
から10周年を迎える 07年に同会議を主催したい意向である（8）。
第 10回東南アジア諸国連合（ASEAN）首脳会議が，2004

年 11月 29日，ラオスの首都ビエンチャンで開幕し，2020年
までの地域統合に向けて 2010 年までの具体的目標を定めた
「ビエンチャン行動計画」を採択した。そこでは，経済面では
自動車や農業など 11の優先分野で 10年までに関税や非関税障
壁を撤廃し，貿易自由化を実現するとしている。

ASEANプラス 3（日中韓）は，2004年 7月 1日，ジャカル
タで行われた外相会議において，将来の東アジア共同体実現に
向けて ASEANプラス 3の枠組みを発展させた「東アジア首
脳会議」について，「適当な時期に第 1回首脳会議を ASEAN

の国で開く」方針で合意した。
そもそもどうして今，EPA（経済連携協定： Economic

Partnership Agreement）／ FTA(自由貿易協定： Free Trade

Agreement)（9）に取り組む必要があるのか。
第一は，経済的観点，すなわち自由貿易の推進である。

WTOはどうなのかといえば，その加盟国数の増加や扱う分野
の拡大及び深化によって交渉が複雑化しているのが現状での弊
害となっている。さらに，新たな課題やルールの策定に迅速に
対応することの困難さも指摘されている。このためWTO体制
を補完する形で自由貿易を推進していく種々の方策を検討する
必要性が出てきていることがそのひとつの要因であるといえる。
第二は，安全保障上の観点である。冷戦終結後のグローバル

化の進展は，世界規模で経済を効率化し，一部では生活水準の
大幅な改善を可能にした。とはいえ他方では，グローバル化の
マイナス面も顕在化しつつあるとの指摘も事実である。
そこで，グローバル化に伴う発展途上国における課題解決が

取上げられる。換言すれば，ASEAN諸国にとってこの課題解
決にあたってのそのひとつに政府開発援助（ODA）があるこ
とは言をまたない。それに加えて ODAと並存する形での貿易
投資の拡大を意図した包括的な取組によって ASEAN諸国の
経済的利益の増進を図ることの必要性が生じてくるのである。
これがその第二の目的でもある。
第三には，政治・外交上の戦略的観点があげられる。周知の

とおり，いわゆる東西冷戦終結後，経済のグローバル化が進ん
だことは事実である。他方，それにリンクした形でその経済的
側面に加えての政治的側面で，グローバル化の逆のベクトルと
もいうべき地域連携の潮流が生まれている傾向にあることも事
実である。
付言すれば EPA／ FTAを活用していくことが外交戦略上

極めて重要になってきているともいえる（10）。
FTAは，保護主義的という色彩で捨象されるのではなく，

トラディショナルな地域主義を超越した形をみせている。とい
うのは，近年の FTAは関税引き下げばかりではなく，ヒトの
移動，サービス，環境といった面で広範囲に求めている諸点や
そのバックグラウンドを考慮していかねば最近の潮流は理解し
にくいであろう（11）。
このような FTAの潮流は，とどまることを知らない。そし

て，その地域統合がまさに風雲急を告げている。次章では，こ
のような東南アジアの現況のなかで，インドネシアはいかなる
現状にあるかについて考えて概観してみたい。

3. 地域統合からみたインドネシアの経済動向

インドネシアが ASEANの盟主としての位置付けとともに，
日本との強い結びつきをも考慮しながら，その地域統合や地方

分権の潮流をその例として取上げてその考察の一助とし，本稿
の大きな問題関心に接近すべく考える。
今日，まさに東南アジアや北東アジアが地域統合への潮流の

最中におかれていることは否めない事実である。事実，AFTA

（ASEAN自由貿易地域： Asia Free Trade Area）が積極的に
議論されている。
欧州を中心とした経済統合の潮流に遅れまいとする ASEAN

地域の考え方も，より大きな地域統合の実現でもある。1992

年の第 4回 ASEAN首脳会議において，AFTAを形成する合
意を見た日からそれが ASEANの潮流になったと言い換えて
も間違いではないだろう。それと期を一にするのが，1990年
代に入ってからの中国への直接投資の急増である。中国と
ASEANとの競合関係，若しくは補完的関係については，ここ
では詳述を控えるが，中国への外資流入急増に ASEANが危
機感を抱いたことは確かであろう。それに 1997年のいわゆる
アジア経済危機を契機として，東南アジアに北東アジアを含む
形で地域的協力の枠組みが形成され，その制度化が急がれてい
る（12）。
そこで，本章においては，インドネシアを地域統合という視

点からみてみる。それはとりもなおさず，近隣 ASEAN諸国
といかにして結びつき，関係の構築あるいは再構築を図るかと
いうポイントで看過できない事案であるからである。しかし，
インドネシアにおいては，従前の輸入代替型の直接投資が主で
あり，FTAへの取り組みが遅れているということもできる（13）。

1980年代後半から 90年代初頭の時期において，インドネシ
アの近隣諸国は，それぞれの経済政策の重点を輸出指向型産業
化へとシフトさせていった。それを顕在化させたものが外資系
企業の積極的な誘致であった。これが，90年代を通して各国
の経済戦略上重要な位置を占めることとなった。
しかし，インドネシアのスハルト政権期（～ 1998年）におい

ては，近隣諸国の動向とは明らかにずれていた。それは，人口
規模などの条件に加えて，プリブミ（Pribumi:土着）にそのプラ
イオリティを置く政治的風土が大きく影響したことによる（14）。

1960年代後半からの 98年までのスハルト政権期において
は，経済的に年平均 7％という高い経済成長率を誇ったにもか
かわらず，97年のアジア経済危機でその経済成長率はマイナ
ス 13％にまで下降した大打撃は記憶に新しい。アジア通貨危
機により資本逃避が生じ，ルピアのより深刻化した為替レート
の急落，食料や燃料などの価格高騰という事態が発生した。98

年の物価上昇率は 78％に達したが，最大の打撃を受けたのは
建設業であってマイナス 36. 5％を記録し，これに銀行・金融
部門のマイナス 34. 0％が続き，製造業も対前年比で 11. 4%の
マイナスとなったのも事実である（15）。
近年，アジア経済危機後暴落した為替レートは，回復の兆し

を見せ始めていた。経済成長率も 2000年以降は，民間消費需
要に引っ張られた形で戻り，対外債務も GDP比 100％を超え
ていたものが 2000年以降は復調の兆しをみせている。しかし，
これは，インフレ率や金利，経済成長率といったマクロ経済的
側面においての回復であり，ミクロ経済的側面においては，回
復どころかマイナスのベクトルをもたしてきたことも見逃せな
い。投資需要も低下し，年 4％超のレベルへは達せず，外資流
入（認可ベース）でもその復活はまだである。
さらに，付言すれば，そのミクロ的側面として顕在化してき

たのが，具体的には企業をとりまく事業環境，投資減退による
失業の増大である。
このミクロ経済の悪化要因にはいくつかの背景がある。汚職
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や密輸，インフラの劣化，中国からの製品輸入にともなう産業
競争力の劣化，地方分権化後の地方経済の混乱などである（16）。
ミクロ経済の悪化問題が噴出している。その面で産業界に大

きな影響力を有する団体であるインドネシア商工会議所
（KADIN），インドネシア経営者協会（Apindo）の最近の要望
について，関連する報道からみてみる。
最近の報道ではどうなっているのか。
産業界からの要望としては，2004年 10月 29日，ユドヨノ

新政権に対して中期政策提言が提出された。つまり，『産業と
投資の再生』と題した今後 5年間の政策提言書（ロード・マッ
プ）がそれであった。インドネシア経営者協会のソフヤン会長
は，ロード・マップを実行に移すことにより，国内の経済問題
の 60～ 70％が解決可能なものであるとしてその期待を示して
いる。

KADINのヒダヤット会頭は，このロード・マップは，2004

年 4月から商工関連の約 30協会とジャカルタの外国商工会議
所と協力して作成に当たったものと説明した上で，新政権がま
ず，具体的な姿勢を示すべき 5つの前提条件を次のようにあげ
ている。
第一に，好調な兆しを見せているマクロ経済の安定を維持す

るために慎重な政策が求められること。第二に，政治・治安情
勢の向上を図ること。第三に，職務倫理や国家規律，サービス
向上精神，業績向上への関心などを構築する努力をすること。
第四に，生産性と効率性を備えた国民性構築を目的として，そ
れに必要となるインフラ整備に向けた信頼獲得や政府・国民・
業界の協力意欲を向上させる努力を持続的に実施していくこ
と。第五に，清廉かつ透明性の高い効率的な政府運営をなして
いくこと。以上の 5点である。
このロード・マップでは，産業界が問題点を考慮して選定し

たものとされる。それは，法律，税務，労働，インフラ，地方
分権，産業戦略・商業政策，投資・プロモーションについての
100日間の短期計画に加えて，1～ 5年間の中期計画，さらに
は具体的な問題点と対策と解決期限などが示されている。
まず，法律面においては，規定内の不明確なグレー部分を排

除すること，法の確実性，違法行為への法的制裁の強化などが
求められている。
次に税務では，近代的な税制確立への努力を伴った税制改革

が最優先との見解を示した。具体的には，競争力の欠如につな
がっている高率な所得税や付加価値税（VAT），奢侈（しゃし）
税の見直しなどを提示した。
そして，労働においては，失業者対策が喫緊の課題であると

いう認識のもと，その雇用機会の創出を目指した社会保障シス
テム案策定の専門家委員会の設置などが指摘されている。これ
と同時に労働者の能力向上も意図されている。
インフラ政策という面においては，今後 5年間に 720億米ド

ルの資金が必要になるとした上で，民間が負担出来るのは
40％までとの見方を示した。民間投資を誘致するために，法
と規定の明確化などで投資環境を安定させる必要があるとして
いる。
地方分権では，地方政府の権限が増し，地方の経済活動が活

発化できるとの期待がある一方で，中央と地方間の役割の不透
明性や産業界の負担となる徴収金や政策が存在しているとの懸
念を示した（17）。
これら産業界からの要望にいかに答えていくのか。これこそ

が，ユドヨノ政権が掲げるべき経済的課題である。
次章では，1998年 5月のスハルト政権崩壊後のインドネシ

アにおける民主化の潮流のひとつとしての地方分権の問題につ
いて考えてみたい。

4. 地方分権

ポスト・スハルト期では，ハビビ政権以降の地方分権の潮流
もあげられる。本章では，その問題について記述してみたい。
ここであげられる地方分権化後の地方経済の混乱なども，今

まで様々な議論がなされてきた問題である。この地方分権化が，
これに経済開発という関係性を伴った形で，その地方分権化自
体が構造調整や民営化といったコンテクストで取り上げられた
のは 1980年代である。それが，90年代に入ると民主化のコン
テクストで用いられることとなった。
現在のインドネシアにみる地方分権化は，98年のスハルト

政権崩壊後に，その遅れていた民主化を推進させていくために
生まれてきたものである。その推進にあたっては，世界銀行は
もちろんのこと，国連開発計画（UNDP），米国援助庁
（USAID）などが大きく貢献したことは周知のとおりである。
スハルト（Soeha r t o）時代の中央集権体制からハビビ
（Baharuddin Jusuf Habibie）期以降の地方分権化の潮流は，
地方政府のアビリティについてその仮定が満足できるものでは
なかったが故に，その権益やレントについて主導権競争が各経
済アクター間で生じることとなった。
これがさらにひどくなれば，地方分権化の大きなねらいであ

る権限委譲が有効になされず，かつまた，地方にとって有効な
政策の立案・実施がなされなくなる。
資源配分の非効率化とともに，地方への財政支出のいわば垂

れ流しとなる。これは，国家単位で考えた場合，そのマクロ経
済安定という面で黄信号をともすこととなる。
しかし，そうはいえ，拙速を避け，緒についたばかりであり

もう少し長い目でみる必要があるという面もあるだろう。暗中
模索の状況から脱却するためには，地方分権化が定着するまで，
今しばらくの時間がかかることは承知せねばならないことかも
しれない（18）。
民主化の潮流としての地方分権は上記したとおりであるが，

その変わりつつあるなかで，次章では，ASEAN共通の問題と
してのテロの問題を取り上げてみたい。

5. テロ対策

現在，インドネシアに限らず東南アジアが大きくつきつけら
れている問題が，テロとの戦いである。それは，一国のみで解
決できる範囲を超え，日本及び国際社会の安全確保に向けた取
組であり，テロの防止・根絶に向けた真剣な取組が国内外で実
施されてきた。
本章では，そのテロ問題についての日本も含めた問題として

それを取り上げてみる。
日本においては，2003年 11月にテロ対策特別措置法を延長

したほか，テロ対処能力の構築・強化に協力するべく，東南ア
ジア諸国を中心としたキャパシティ・ビルディング支援を進め
てきた。その一環として，日本は，テロ資金対策強化及びテロ
防止関連条約の締結を支援する目的で，東南アジア地域諸国を
対象としてテロ防止関連条約締結促進セミナーを開催した（19）。

2001年 9月 11日の米国における同時多発テロ以降，テロは
国際社会の平和と安定にとっての深刻な脅威であるとの認識の
下に置かれているのは多言を要しない。現代のテロ対策は，依
然として国際社会が取り組むべき最優先課題として位置付けら
れており，東南アジア地域においても然りである。2004年 11

－ 20 －

20 〈金沢星稜大学論集　第 38 巻　第 3号　平成 17年 3月〉



月の ASEAN首脳会議においても，その問題に関して多くの
時間が割かれたのは記憶に新しいことである。
さらに付言するならば，伝統的な抑止の概念が働かないテロ

の根絶のためには，国際社会が一致協力して粘り強く取り組む
ことが必要になってくる。2003年にはイスラム諸国で現地の
イスラム教徒も犠牲になるテロ事件が相次ぎ，多くのイスラム
諸国においてもテロとの闘いに国際社会が一致して取り組むこ
との必要性が広く共有された。こうした認識に基づき，国際社
会によるテロ対策は着実に進展してきており，東南アジア等の
開発途上国のテロ対処能力の向上に向けて，日本をはじめとす
る先進諸国によるキャパシティ・ビルディング支援も積極的に
行われている（20）。
インドネシアにおいては，2004年 9月にジャカルタでのオ

ーストラリア大使館での爆弾テロ，2003 年 8 月のジャカル
タ・マリオットホテルでの爆弾テロ，2002年 10月のバリ島で
の爆弾テロとここのところ毎年発生している。
これらに関連しているとみられている JI（ジュマー・イスラ

ミア）などの動向とともにその対策の強化が行われてきている。
インドネシアのジャカルタで開かれた東南アジア諸国連合外

相会議は，2004年 6月 30日，ASEAN統合推進やミャンマー民
主化促進，朝鮮半島非核化支援，安保共同体の実現に向けた行
動計画の承認などを盛り込んだ共同声明を採択して，閉幕した。
外相会議では，昨秋の ASEAN首脳会議で採択された「協

和宣言 II（バリ島宣言）」でうたった安保，経済，社会文化の
各共同体実現の具体策が中心議題となった。特に，安保共同体
実現への道筋となる「行動計画」では，当初の具体案からは後
退したものの，テロ対策や海上交通の安全確保などで基本合意
し，同年 11月にラオス・ビエンチャンで開かれる首脳会議で
の採択を目指した。
外相会議では，共同体実現に向けた今後 6カ年の計画案を

「ビエンチャン行動計画」として策定し，ASEANとしての国
連へのオブザーバー参加を支持することや，地域共同体として
の基本理念や行動規範を盛り込んだ「ASEAN憲章」の起草で
も合意した。
ミャンマー民主化問題も，議長国インドネシアが開幕演説で

ASEAN完全統合推進と並べて「ミャンマー民主化促進」に言
及したように会議の焦点となった。
だが，共同声明では，民主化運動指導者アウン・サン・ス

ー・チーの自宅軟禁解除を求めるとの文言はミャンマー側の要
求により削除され，議長国インドネシアの調整で，ASEANと
して「すべての組織が速やかな民主化への移行に努力すること
を求める。実現には国連特使による支援が重要である」との穏
やかな表現にとどまった。

ASEANが地域共同体として統合を試みる一方で，シンガポ
ールやタイなどの経済発展で先を行く諸国とミャンマー，ラオ
ス，カンボジアなどの立ち遅れている国々との経済格差は拡大
しつつある。
「内政不干渉」や「全会一致」の伝統に加えて，マレーシア
のマハティール前首相の政界引退後は域内での指導力も不在状
態となっており，ミャンマー問題や安保共同体の行動計画をめ
ぐる合意形成を難しくしている。したがって，地域共同体とし
ての結束強化は急務といえる（21）。

おわりに

2004年に，インドネシア国民は何を求めてきたのか。そし
て，その結果どのような政権が樹立されたのか。その背景には

どのようなものが存在しているのか。さらに，その政権は今後
いかなる針路をとろうとしているのか。
このような視座にたって，政治のみならず，経済をふくめて，

現在インドネシアが置かれている国際的環境等について考察し
ていこうというのが本稿の問題関心の中心であった。
この点については，ユドヨノ新政権となった現在ではあるが，

正直なところ，ドラスティックな改革ができる環境にはまだほ
ど遠いといえなくもない。KKNや国会との関係，そして国軍
との関係といった，種々山積する様々な問題をひとつづつ解決
していくほかはないというのが，現在，衆目の一致するところ
であろう。「ユドヨノ丸」の行方には暗雲がたちこめており，
まだまだ予断を許さないということができる。
次に，今回の総選挙と大統領選挙が，今後のインドネシア経

済にどのような針路をとらせ，いかなる国際関係を構築させて
いくことになるかについてと考えてみると，具体的には，
ASEAN域内の経済協力などへの対応によって評価されること
になるであろう。
インドネシア国内経済に関しては，ミクロ経済の悪化という

問題が噴出してきている。
インドネシアに限らず東南アジア諸国に大きくつきつけられ

た問題が，テロとの戦いである。それは，一国のみで解決でき
る範囲を超え，日本及び国際社会の安全確保に向けた取組であ
り，テロの防止・根絶に向けた真剣な取組が国内外で実施され
てきたが，今後も大きな課題として取上げ続けられることであ
ろう。
第三に強調したいのは，第二で上述した地域統合がどのよう

な変化を求めているのか，周辺諸国はどのような関係を構築し
ていこうとしているのか，そして，それはとりもなおさず，東
南アジア，ひいては東アジアの将来といった視点からはどのよ
うな側面が垣間見ることができるか否かという点である。
東南アジア域内という視座で見た場合，2004 年 11 月の

ASEAN首脳会議において，2020年までの地域統合に向けて
2010年までの具体的な目標を定め採択された「ビエンチャン
行動計画」の推進過程にある。その中の経済面では自動車や農
業など 11の優先分野で 10年までに関税や非関税障壁を撤廃
し，貿易自由化を実現するとしている。これに向けて，
ASEAN各国がどこまでその統合への姿をみせていくかを占う
ことはまだできないが，統合への潮流に日本・中国・韓国
（ASEAN＋ 3）の関わりかたがさらにその加速化をもたらし
うるのかという点が注目されている。さらには，米国などの関
与もありうるのか否かという点にも注目しなければならない。
まだまだ，内政や対外関係構築などの点でも様々な課題が山

積されているが，民主化への潮流がとどまることはないのは確
かである。しかし，その民主化がどのような手法で展開される
のか，そして，東南アジアのみならず東アジアへどのような影
響をもたらすのかについては，ASEAN諸国の盟主としてイン
ドネシアが今後とも注視していかねばならないことだけは確か
である。
また，東南アジアでは，ミャンマー問題が 2004年 11月の

ASEAN首脳会議において本格的に議論されなかったことも今
後，当該地域における「内政不干渉」原則の見直しにつながる
のか，つながるとすればどのような形で域内各国が関与してい
くのか，そのような方策の模索も始まっている。
また，本稿においては紙幅の関係でふれなかったが，対華人

関係，とりわけその経済的側面の将来を占うことも極めて重要
である。これは，次稿にゆずりたい研究課題としたい。
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